ヒンコンサクゲンシゲン--カンボジアエヌピーオーヲジレイトシタイチコウサツ-- by 米倉 雪子
1 はじめに
「貧困削減」に有効な方法はあるのか。本稿はカンボジアNGOである「カンボジア農業研究開発





























学苑 総合教育センター国際学科特集 No.835 51～75（20105）
貧困削減支援
 カンボジアNGOを事例とした一考察






















































































項 目 同活動全体の総数 本調査で訪問した数
同活動の全対象に占める本
調査で訪問した数の割合
対象家族 538 136 25％
CBFs 87 11 13％
県 3 3 100％
郡 6 4 67％
集合村 18 11 61％
村 49 20 41％
表2．本調査が含んだこのCEDAC活動の対象地域と対象家族の数
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レンガ 2 1％ 18 13％ 16m2以下 37 27％
トタン屋根 14 10％ 59 43％ 17m2～30m2 69 51％
草ぶき 118 87％ 59 43％ 31m2～44m2 18 13％
持ち家なし 2 1％ 0 0％ 45m2以上 12 9％




























インタビューした136対象家族 2005年 2009年 2009年の面積/2005年の面積
稲田の平均耕作面積（ha） 0.40 0.66 165％
雨季米の稲田の平均耕作面積（ha） 0.38 0.64 168％











































家屋の敷地内で野菜を育てた菜園の面積（ha） 0.036 0.074 206％





家屋敷地内で野菜を育てた対象家族の割合 82％ 73％ 89％
















項 目 2005年 2009年 2009年の数値/2005年の数値



































豚 71％（96家族） 176,093 44 46％（ 63家族） 534,921 134 304％
鶏 66％（90家族） 78,822 20 83％（113家族） 251,150 63 319％
アヒル 18％（25家族） 50,320 13 21％（ 28家族） 137,143 34 273％
牛 6％（ 8家族） 349,625 87 20％（ 27家族） 1,725,926 431 494％














































自家用の池 50％ 5.7 48％ 18.9 331％
川 72％ 14 66％ 28 200％
表17.2005年と2009年にインタビューした136対象家族の内，魚を売った家族が魚を売って得た収入
2005年 2009年 2009年に魚を売って得た収入/
2005年に魚を売って得た収入リエル 米ドル リエル 米ドル






































































村の中で賃金労働をする 85％ 146,700 37 70％ 230,000 58
家の建設労働者 13％ 175,300 44 17％ 416,000 104
カゴ，ゴザ作りと販売 6％ 45,600 11 3％ 170,000 43
ブラホック（魚のペース
ト調味料）作りと販売
3％ 143,700 36 2％ 216,600 54
自転車タクシー運転手 1％ 199,000 50 2％ 366,600 92
伝統薬作りと販売 2％ 83,000 21 2％ 430,000 108
塩作りと販売 1％ 210,000 53 1％ 160,000 40
その他 21％ 153,000 38 29％ 1,070,000 268





































建設労働者 43 51％ 車修理 1 1％
縫製工場労働者 26 31％ 門番 1 1％
野菜販売 5 6％ 洗濯屋 1 1％
賃金労働（職種不明） 3 4％ 薬屋の手伝い 1 1％
鍛冶屋/溶接 2 2％ モーターバイク洗車屋 1 1％
運転手 2 2％ モーターバイクタクシー 1 1％
召使い 2 2％ コピー屋 1 1％
ウェイター 2 2％ サービスタクシー 1 1％
自転車タクシー 1 1％ 会社員 1 1％
ボートタクシー 1 1％ 団体職員 1 1％































1 50 60％ 33 72％
2 18 21％ 12 26％
3 11 13％ 1 2％
4 3 4％ ― ―
5 2 2％ ― ―















1517歳 21 15％ 12 27％
1820歳 43 31％ 20 45％
2129歳 34 24％ 7 16％
3039歳 26 19％ 1 2％
4049歳 13 9％ 2 5％
50歳～ 3 2％ 2 5％
























インタビューした136対象家族の内 2005年 2009年 2009年の割合/2005年の割合
自家農園から収入を得ている対象家族の割合 96％ 97％ 101％
村の中で自家農園以外から収入を得た対象家族の割合 90％ 84％ 93％
村の外への出稼ぎから収入を得た対象家族の割合 41％ 62％ 151％
表25.インタビューした136対象家族が2005年と2009年に自家農園かそれ以外で得た収入









































































化学肥料 79％ 74,100 86％ 196,300（49米ドル） 265％
農薬 7％ 8,000 6％ 11,500（ 3米ドル） 144％
種と種畜 85％ 72,600 50％ 89,500（22米ドル） 123％
ポンプ用燃料 58％ 43,500 49％ 57,400（14米ドル） 132％
家畜の予防接種と治療費 72％ 32,000 39％ 62,700（16米ドル） 196％

























































食料 536,000 100％ 588,700（147米ドル） 100％ 110％
医療 248,200 97％ 388,000（97米ドル） 81％ 156％
結婚 85,000 98％ 239,600（60米ドル） 96％ 282％
衣服 75,000 99％ 148,600（37米ドル） 93％ 198％
祭事 36,100 98％ 123,500（31米ドル） 96％ 342％




































借金の目的 家族数 借金の目的 家族数
医療 18 購入 2
家の建築 13 食料購入 2
化学肥料購入 11 物品購入 2
米購入 11 自転車購入 2
子どもの結婚 7 米作りの経費 2
鶏の購入 6 布購入 1
豚の購入 6 アヒル購入 1
家の再建 5 家屋敷と土地購入 1
牛の購入 4 抵当にした農園の請け出し 1
子どもの教育費 4 物品販売のための場所購入 1
































自家農園からの収入の平均 274,481（ 69米ドル） 756,425（189米ドル） 276％
村の中の自家農園以外からの現金収入の
平均
212,500（ 53米ドル） 656,500（164米ドル） 309％
村の外の自家農園以外からの現金収入の
平均
287,800（ 72米ドル） 1,201,500（300米ドル） 417％
総収入の平均（上記の合計額ではない）* 571,014（ 143米ドル） 2,282,222（571米ドル） 400％
農業ための総支出の平均 277,615（ 70米ドル） 375,284（ 94米ドル） 135％
非農業のための総支出の平均 971,500（ 243米ドル） 1,379,087（345米ドル） 142％
総支出の平均（上記の合計額ではない）* 1,234,827（ 309米ドル） 1,728,279（432米ドル） 140％
総収支の平均の残高* －663,813（－166米ドル） 553,943（139米ドル）
借金の平均 289,500（ 72米ドル） 757,100（189米ドル） 262％
＊上記の総収入の平均は，まず各家族の総収入を計算した後，一家族当りの総収入の平均を計算した。総支出額もまず
各家族の総支出を計算した後，一家族当りの総支出の平均を計算した。総収支の平均の残高は，総収入の平均から総
支出の平均を差し引いて計算した。
対象家族の家計の収支に影響する外部要因として米ドルとリエル換算率やインフレ率が考えられる
が，カンボジアの米ドルとリエルの換算率は20042008年の間に大きな変動はなく1米ドル＝平均
4,066リエルだった。またインフレ率は20052008年の4年間の累計が40.3％で，総支出の平均の増
加率が40％と近似値となっているが，インフレも既に支出に包含されていると考えれば良いだろう。
対象家族の生計改善に関連して，いくつかの懸念点も残されており，対策として以下の行動を提案
したい。
第一に，インタビューした全136対象家族の76％が2009年に借金をしていたが，借金の理由とし
て多い順に医療，家の建築，化学肥料購入，米購入となっていた。一方，家計の支出が多い順に，全
家族が買う食料（平均147米ドル），81％の家族が出す医療費（平均97米ドル），86％の家族が買う化
学肥料（平均49米ドル）である。借金と支出の両方で多い食費と化学肥料を減らすには，自家農園の
経費を抑え生産性をあげる工夫が必要になる。これからも米の収量をあげるSRIや野菜作り研修を
続け，食料自給を増やし食費を減らし余剰を売って収入を増やすと良いだろう。そのためにも農業用
水の確保や共同販売支援も重要である。医療費を減らすには病気予防のため農産物の自給を高めると
同時に食事栄養改善，保健，衛生環境改善について研修を行なう事が望ましい。また家族の栄養状
態の変化を知るには食事内容の記録が必要だが容易にはできないので，簡単な指標として乳児の体重
と子どもの身長体重を測って記録することを提案したい。
第二に，対象家族の借金の利子の平均は月3.3％と低くなったが，年利にすると約39.6％と高い。
2009年の借金の平均は一家族当り189米ドルで，月利3.3％なら，年に平均75米ドルも利子を払っ
ている計算となる。借金の理由として二番目に多かった家の建築も，非常に立派な家に改築中の家族
もあり，多くの家族が家計の収支を記録していないため，家計を圧迫する支出についての認識や家計
の管理が不十分である事が懸念される。たとえ収入が増えても，支出を賢明に管理しなければ，生計
は改善されないだろう。
家族が収支の管理ができるよう，自家農園の運営管理，家計収支の記録と管理，借金の管理など，
研修を行ない，実践を促す事が生計改善のために重要だろう。
第三に，インタビューした全136対象家族の内62％の家族の誰かが出稼ぎに行き，家計を助けて
いるが，出稼ぎ労働者の半分は低賃金で労働環境が悪い建設労働に就く。村の外への出稼ぎは，食費
や健康面などを考えると，必ずしも全ての面で良いとも言えない。
出稼ぎ労働に出る場合は，安全性と賃金を含む労働条件を事前に確認し，確証がある場合のみ，出
稼ぎに出るように農家に知らせる事を徹底し，危険がなく実家に仕送りができるようになる事が重要
である。
インタビューした全136対象家族の内，対象家族の親達の学歴は国勢調査の非都市部の平均より低
く，これも彼らが低賃金で過酷な出稼ぎ労働にしか就けず，家計管理や新農業技術の習得や実践が不
十分である理由の一つかもしれない。そこで小学校で学べなかった親達に学ぶ機会を与え，生計改善
に役立つライフスキルのノンフォーマル教育や実践的な研修を行なう事が重要だろう。もし親達の学
習意欲が低いならば，家族内の10代の子どもに対して研修し，現在と将来の自分の家族の生計改善
を担えるようにすると良いのではないだろうか。
第四に，女性は男性出稼ぎ労働者よりも若く10代で出稼ぎ労働者になる傾向が見られる。インタ
ビューした136対象家族の34％（46家族）が女性を出稼ぎに出しているが，女性出稼ぎ労働者の72％
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が20歳以下である。しかも17歳以下が女性出稼ぎ労働者の27％を占める。
10代の女性を出稼ぎに出す家族は安全性と労働条件の確保が不可欠であろう。また出稼ぎ労働者
になる以外にも多くの選択肢を持てるよう10代の少女達を対象にした研修に焦点を当てた活動を増
やすと良いだろう。この活動は革新的エコロジカル農業技術，農園経営管理，家庭経営管理，保健，
衛生環境改善，栄養改善についての研修を含める。少年達も参加できるようにする。
第五にこのCEDAC活動の結果はカンボジアの貧困削減支援策に示唆を与える。冒頭に述べたよ
うに世界銀行によるカンボジアの貧困線は一人当り1日約1,826リエル（0.46米ドル），内80％を食
費，20％を食料以外の必需品に費やす試算なら，このCEDAC活動の対象家族の平均人数は5.67人
なので，仮に貧困線は1年に1,826リエル×5.67人×365日＝3,778,998リエル（945米ドル）となる。
その20％を食料以外の必需品に費やすとすると3,778,998リエル（945米ドル）×20％＝755,800リエ
ル（189米ドル）と試算される。これらの対象家族は食料を自給しているため2009年の食費は平均
588,700リエル（147米ドル）だった（表27）。この場合，貧困線は必需品費755,800リエル（189米ドル）
＋食費588,700リエル（147米ドル）＝1,344,500リエル（336米ドル）と試算できるのではないだろうか。
インタビューした136家族の内，現金収入の合計がこの貧困線を越えていた家族は，2005年は2家
族だけだったが2009年は84家族に増えた。これは調査チームが訪問した20村に元々住んでいた
202家族の内84家族，すなわち41.6％にあたる。
さらにこのCEDAC活動のコストだが，538家族を対象に2年で108,965米ドル，年54,482.5米ド
ル，単純に割れば対象一家族当り年101米ドルである。このCEDAC活動の第一目的は子どもを学
校に通わせる事で貧困削減以外の目的の活動も含む。また対象家族の41.6％が貧困線を越えたのは
この活動の影響が大きい自家農園の収入以外の収入の増加も含めてである。よって厳密にはこの
CEDAC活動のコストを貧困削減策のコストとして算定はできない。しかし，このCEDACの活動
は貧困削減に有効な支援策やそれに必要な資金を考える上で参考となる貴重な事例ではないだろうか。
ミレニアム開発目標（MDGs）は貧困削減以外の目標も含むが，国連ミレニアムプロジェクトは
2005年から2015年の10年間，MDGs達成に必要な投資案としての算定コストを年間一人当り約
100110米ドルと試算する
31。カンボジアで約446.5万人が貧困線以下と試算されるので，2008年12
月にカンボジア開発協力フォーラム（CDCF会合）でカンボジアへの供与が表明された外国援助
951,000,000米ドル32が有効に使われるならば，貧困削減を含むMDGsの実現の可能性は充分にある
と言える。必要なのは有効な具体策を見極める事であろう。
注
1 CEDACは1997年8月に7人のカンボジア人によって持続的農業と農村開発のために設立され，農業研究
研修普及を行なう。2009年8月，CEDAC職員は431人，20県3200村で10万の農家に直接支援をし，
1134村の農民協会が活動しており，カンボジア最大の農業農村開発NGOと言われる。CEDACは小規模な
家族経営農家にエコロジカルな（生態系に配慮した）革新的な農業技術の研修を行ない，農業生産性の向上
を図っている。自然資源を活用して土壌を改良し地元の在来種を使う事，幼苗一本植え（System ofRice
Intensification（SRI）），有機堆肥液肥作り，家庭菜園，エコロジカル養鶏養豚，魚の養殖，自然飼料
作り，燃料を節約できる改良かまどなどを紹介した。農業技術の教材作りとその出版も行なってきた。また，
小規模農家が自分自身の運命を決定する力をつけて生活水準を改善し社会に安全な食料を供給する重要な役
割を担いながら相互協力を強める農民協会の設立を支援し，貯金グループ，有機米生産グループ，共同販売
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ネットワーク等のグループ活動を促進した。村単位の農民協会同士を結びつけ全国的な農民ネットワークの
組織化を側面支援している。CEDACホームページ http:/www.cedac.org.kh/〉参照。
2 この事業の資金提供者の希望により事業名は匿名とする。CEDAC（2005a，2005b）参照。
3 MDGsは，2000年に国連会合に参加して国連ミレニアム宣言を採択した189の加盟国代表が，2015年まで
に達成する事をめざしており，国連はMDGsの進捗状況をモニターし報告を公表している。ミレニアム開
発目標指標に関する国連のサイト http:/mdgs.un.org/unsd/mdg，UNDP（2009），大林石田（2009，
p.42）参照。
4 NIS（2009）参照。
5 世界銀行ホームページ http:/web.worldbank.org参照。
6 カンボジアの小学校は6年制の義務教育で6歳から入学するが，5歳児は6歳から入学するよう啓発するた
め活動対象に含め，年長者は留年して低学年で学んでいる事が多いので対象年齢に含めた。
7 CEDAC（2006）参照。
8 CEDAC（2006）参照。
9 引っ越して村から出てしまった家族の記録をとるよう村の訪問前に調査員と打ち合わせていたが，調査員で
記録し忘れた者がおり人数が把握できなかった。将来の調査では改善すべき点である。
10 母親達の平均年齢は47歳で父親達の平均年齢は41歳だった。
11 NIS（2009）参照。カンボジアの家族の平均人数は1998年の5.2人から減少した。
12「首都」や「県都」など都市部の平均学歴は高い。よって「郡レベルの非都市部」，いわゆる農村部の平均と
比較する事で，対象家族の厳しい状況を理解する。
13 NIS（2009）55頁参照。
14 対象家族の2％は自分達の土地を他の人に貸し，収穫後に全収穫の50％を受け取っていた。貸している土
地の平均的な大きさは0.24ha，最大0.4ha，最小0.13haだった。
15 一般な状況を理解するため，この平均値からは，非常に大きい3家族の池，各々2,500m2，3,000m2，3,500
m2という極端な例を除いた。
16 一般な状況を理解するため，この池からの漁獲量の平均値からは，魚を各々400kgと200kg採った2家族
は例外として除いた。
17 カンボジアの農村では，地面の上に直接建てる草ぶきの家が最貧困で，裕福な家ほどレンガの家や地上から
高く作る高床式の木造家屋に住む。
18 本稿では目安として円ドル換算を1米ドル＝4,000リエルとして計算した。米ドルとリエルの換算率は2004
年1米ドル＝4,016リエルから2008年1米ドル＝4,054リエル，平均4,066リエルと大きな変動はない（CD
RI，2009）。
19 調査員がこの分析のためのデータ3家族分を訊き忘れたため，その分は含まれていない。
20 米国農務省（USDA,2006，p.4）の精米率63％を用いた。柴田（2004）は世界の米の需給動向の報告書の
中で精米換算率は，品種，含有水分，技術によって55％75％ほど開きがあるとするが，便宜上65％で計
算していた。たとえば古米は乾燥するので新米より軽くなる。CEDACスタッフによる換算率は55％で，
対象家族は2009年の年収穫量934kgを精米して513.7kgの米を得るが，一家族当り米消費量881kgな
ので1家族が食べる米消費分367.3kg（年間消費量の5ヵ月分）が不足する計算となる。
21 一般状況の理解のためこの飼育数の平均からは，アヒルの子400羽を飼育していた極端な1家族の例を除い
た。
22 自然の小川や川から魚を採った。共同池は，村人が共同で所有するコミュニティー池の事である。
23 一般的な状況を理解するため，この計算は，自家用の池から魚を各々400kgと200kg採った2家族，川か
ら1,166kgの魚を採った1家族の極端なケースを除いた。
24 一般的な状況を理解するため，この収入の平均は2家族の極端な事例，魚を売って2,240,000リエル（560
米ドル）と1,200,000リエル（300米ドル）の収入を得たケースを除いた。
25 カンボジアを含む各国でのSRIの実践と成果についての調査研究は米国コーネル大学のホームページ参照
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http:/cifad.cornel.edu/sri/countries/index.html〉
26 出稼ぎ時期に関するデータも集めたが，不明瞭なデータもあったため，分析に時期は含めていない。
27 女性出稼ぎ労働者の平均年齢は22歳である。
28 本調査で対象家族をインタビューした時，ある村で15歳の娘がプノンペンの国道4号線沿いのホンダ工場
の近くのプカーチューク（PhkarChhuk）縫製工場に出稼ぎに出たという父親に会った。後日，調査員は
現場に赴いたが，その場所に工場は存在せず娘も探しあてられなかった。
29 Saing,Sry,andPon（2009）参照。新米の収穫直後か直前か，都市と農村では米の価格が異なるが，収穫
前で米が不足する時期と考えられる2009年11月の地方県の米価格の平均は，バッタンバンで2,600リエル/
kg，コンポンスプーで2,500リエル/kg，コンポンチャムで2,600リエル/kg，カンポットで2,250リエル/
kg，スヴァイリエンで2,600リエル/kgで，5県の平均は2,510リエル/kgであった。
30 カンボジア計画省の国家統計研究所（NIS）とカンボジア国家銀行（NBC）に基づくCDRI（2009）による
消費者物価指数を参照。
31 ジェフリーサックス（2006）参照。MDGs達成に必要なコスト（インフラ整備や社会サービス拡大に必
要なコストを算出）算定の詳細は国連ホームページ http:/www.unmilenniumproject.org/〉参照。
32 在カンボジア日本国大使館ホームページ http:/www.kh.emb-japan.go.jp/political/gaikyo.htm〉参照。
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添付資料I.対象家族の2005年と2009年の写真比較
家族コード番号＃2 タケオ県ティパット村
2005年 2009年
草ぶきの家の周りで，あまり野菜
や果物は育てていなかった。
トタン屋根の家の周りで，多くの
野菜や果物を育てている。
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家族コード#107 タケオ県アングトラオ村
2005年 2009年
草ぶきの家の周りで，あまり野菜
や果物は育てていなかった。
トタン屋根の家の周りで，多くの
野菜や果物を育てている。
家族コード#283 タケオ県アングタソム村
2005年 2009年
家の周りで，あまり野菜は育てて
いなかった。
家の周りで，多くの野菜をきちん
と手入れした畑で育てている。
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